



関西学院大学災害復興制度研究所の規定第 3 条 3 項に次のような下りがある。「人文・社会科学系
の災害復興制度研究における全国的拠点を形成し、《災害復興基本法》の素案を提案する」。また、第
4 条には「研究所設置 5 年ごとに（中略）その存続と課題を見直す」ともある。







































































































































































































1 　本 WG は、災害復興に関する理念を法形式にまとめあげること、その理念を実現する実定法
制度を策定することをそれぞれ目的として、そのための議論と作業をするために開催したもので
ある。




























 　そこで、これまでの WG の議論のポイントを後記のとおり簡単にまとめておく。
 　復興理念については、WG 第 2 回と第 3 回の議論を中心に、他の回の分も付加してまとめたも
のである。


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































■「山から下ろせ」　新潟日報社が 2006 年 10 月
に出版した ﹃中越地震　復興公論﹄ の中で、新潟



































































































NGO の ﹃防災﹄ 国際フォーラムが開催された。市
民による復興の姿を求めるべく、“まちづくり” や



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































60 歳以上と 20 歳未満の階層は増えているのに、















　天明 3 年（1783 年）の浅間山大噴火では、最も
大きな被害を受けた鎌原村（群馬県）の復旧・復






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































田純『﹁官﹂ から ﹁民﹂ へのパワーシフト─誰
























































































宇賀克也『行政法概説Ⅰ〔第 3 版〕』有斐閣、2009 年。
小泉洋一・倉持孝司・尾形健・福岡久美子『憲法の基本』
法律文化社、2008 年。
櫻井敬子・橋本博之『行政法〔第 2 版〕』弘文堂、2009 年。
佐藤幸治「立憲主義といわゆる ﹃二重の基準論﹄」芦部
信喜先生古希祝賀『現代立憲主義の展開（上）』、
有斐閣、pp. 3─ 35、1993 年。
渋谷秀樹・赤坂正浩『憲法 1・2〔第 3 版〕』有斐閣アルマ、
2007 年。
杉原康雄「﹃文化国家﹄ の理念と現実　日本国憲法下に




〔第 4 版〕』有斐閣、2006 年。
棟居快行「財産権保障という観点から見た災害復興の評



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































塩野宏「基本法について」『日本学士院紀要』63 巻 1 号、pp. 1 ─ 33、2008 年。
川崎政司「基本法再考（一）」『自治研究』81 巻 8 号、pp. 48 ─ 71、2005 年。
川崎政司「基本法再考（二）」『自治研究』81 巻 10 号、pp. 47 ─ 71、2005 年。
川崎政司「基本法再考（三）」『自治研究』82 巻 1 号、pp. 65 ─ 91、2006 年。
川崎政司「基本法再考（四）」『自治研究』82 巻 5 号、pp. 97 ─ 119、2006 年。
川崎政司「基本法再考（五）」『自治研究』82 巻 9 号、pp. 44 ─ 62、2006 年。

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































第三に、被災者の権利に関する規定が見られるが（前文、第 4 条、第 8 条）、ここにいう権利の性
格であるが、そこから「具体的権利」が発生するというわけではなく、別途に法制度を設けることに
よってはじめて権利が発生するという「抽象的権利」であるといえる。立法指針、解釈・運用指針と
しての機能が期待される。前文と第 4 条は一般的な権利規定であるが、第 8 条は個別的に住まいの自
律的選択に関する権利を設定しているのが興味深い。
第四に、コミュニティの回復・再生・活性化（第 7 条）や復興理念の共有と継承（第 17 条）といっ
た条項に市民の責務に関する規定が見られるが、津久井案には共同体主義的な発想が含まれていると
理解できる。
津久井案の位置づけであるが、塩野宏の分類でいえば、①啓蒙的性格、②方針的性格─非完結性、
⑤法規範的性格の希薄性―権利義務内容の抽象性・罰則の欠如を有しており、③計画法的性格、④省
庁横断的性格については有していないということになる。川崎政司の分類でいえば、①理念型　②政
策型　⑤メッセージ型・アピール型の要素を含んでいるといえる。
このように見ていくと、災対法と津久井案は対極的な位置関係にあるといえる。災対法がトップダ
ウン的な運用を前提としているのに対して、津久井案はボトムアップ的な運用を前提としているとい
う点においても、そういったことがいえるだろう。別の見方をすれば、津久井案は災対法の基本法と
してかけている部分を補完する存在であるという評価ができる。
 （山崎 栄一）

